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きらめき創造　大洲市　
―みとめあい　ささえあう　肱川流域都市―

－ おおず －－ おおず －

　１０月１１日（木）、さわやかな秋風が吹く中、河辺・肱川中学校の
生徒が坂本龍馬脱藩の道を体験しました。

（１９ページに関連記事掲載）

　１０月１１日（木）、さわやかな秋風が吹く中、河辺・肱川中学校の
生徒が坂本龍馬脱藩の道を体験しました。

（１９ページに関連記事掲載）
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人事行政の運営等の状況

大洲市の人事行政の運営等の状況（平成１８年度）

大洲市の人事行政の運営等の状況を次のとおりお知らせします。

１　職員の任免及び職員数の状況  　６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

２　職員の給与の状況    　７　職員の福祉及び利益の保護状況

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 　８　勤務条件に関する措置の要求の状況

４　職員の分限・懲戒処分の状況  　９　不利益処分に関する不服申立ての状況

５　職員の服務の状況    　10　職員からの苦情の処理の状況

（４）部門別職員数の状況と主な増減理由（H19.4.1現在）

職員数 対前年度
増減数

主な増減理由
平成１８年度 平成１９年度

一

般

行

政

部

門

議 会 7 6 △1 事務の統廃合による減

総 務 110 106 △4 事務の統廃合による減

税 務 29 29

民 生 227 219 △8
事務の統廃合による減、
欠員不補充

衛 生 30 28 △2 事務の統廃合による減

労 働

農 水 44 40 △4 事務の統廃合による減

商 工 12 10 △2 事務の統廃合による減

土 木 71 69 △2 事務の統廃合による減

小計 530 507 △23

政
部
門

特
別
行

教 育 107 106 △1 事務の統廃合による減

小計 107 106 △1

会

計

部

門

公

営

企

業

等

病 院 169 172 3 欠員補充

水 道 18 15 △3 事務の統廃合による減

下水道 7 10 3 事務量の増加に伴う増

その他 23 38 15

介護サービス事業の事
務量の増加に伴う増、
土地区画整理事業の事務
量の増加に伴う増

小計 217 235 18

合　計 854 848 △6
（注） 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者・派遣

職員などを含み、臨時または非常勤職員を除いています。

（１） 職員の採用・退職等の状況（H18.4.2～ H19.4.1）

職　　　種
退　　　　　職

採用
定年退職 勧奨退職 その他 計

事 務 職 7 2
人

9
人

3

技 師

保 育 所 保 育 士 1 1
施設保育士・指導員等

栄 養 士

保 健 師・ 助 産 師

司 書・ 学 芸 員

技 能 労 務 職 1 1
医 師 1 1 1
看 護 師 4 4 6
医 療 技 術 職

計 8 8 16 10

（２）職層別構成（H19.4.1現在）
職　　　　　　種 職員数（人）

事 務 職 408
技 師 39
保 育 所 保 育 士 93
施設保育士  ・指導員等 30
栄 養 士 7
保 健 師 ・ 助 産 師 33
司 書  ・ 学 芸 員 5
教 育 公 務 員 23
技 能 労 務 職 59
医 師 16
看 護 師 108
医 療 技 術 職 27

計 848

（３）昇任及び降任の状況（H18.4.2～ H19.4.1）
職　　　　名 昇任・昇格人数 降任人数

部 長 2
副 部 長 1
課 長 4
主 幹

課 長 補 佐

主 任 専 門 員

専 門 員 8
係 長 2
総 括 主 査 等

主 査 6
主 事 等 36

計 59

（１）人件費の状況（普通会計決算）

区分
住民基本台帳
人口

（H19.3.31）
歳出額Ａ 実質収支 人件費Ｂ 人件費率

Ｂ／Ａ

（参考）
平成１７年度
人件費率

平成18年度 51,020人 247億2,107万円 7億3,663万円 51億8,499万円 21.0％ 22.0％
（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を除きます。

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

区　分 職員数Ａ
給　　　　与　　　　費 １人当たり

給与費
Ｂ／Ａ給　料 職員手当

期 末・
勤勉手当

計　Ｂ

平成19年度 607人 22億6,324万円 3億1,606万円 9億2,404万円 35億334万円 577万円
（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
　　２　給与費は、９月補正後の予算に計上された額です。

１　職員の任免及び職員数の状況

２　職員の給与の状況
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（３） 職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（H19.4.1現在）

区分
一般行政職 技能労務職

平均給料
月　　額

平均給与
月　　額

平均
年齢

平均給料
月　　額

平均給与
月　　額

平均
年齢

大洲市 314,803円 346,999円 42.3歳 274,850円 284,579円 47.7歳

国 325,724円 383,541円 40.7歳 287,094円 320,514円 48.8歳

（６） 一般行政職の級別職員数の状況（H19.4.1現在）
区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 計

標準的な 
職務内容

主 事 
技 師

主 事 
技 師

係 長 
総括主査 
主 査

専門員 課長補佐
主任専門員 課 長 部 長 

副部長

職員数 53人 34人 135人 47人 77人 50人 13人 409人

構成比 13.0% 8.3% 33.0% 11.5% 18.8% 12.2% 3.2% 100.0%
（注） 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者・派遣

職員などを含み、臨時または非常勤職員を除いています。

（４）職員の初任給の状況（H19.4.1現在）

区　　分

大　洲　市 国

初任給
採用２年
経 過 日 
給 料 額

初任給
採用２年
経 過 日 
給 料 額

一 般
行政職

大学卒 170,200円 182,200円 170,200円 178,600円

高校卒 138,400円 146,700円 138,400円 144,100円
（注）初任給は、試験の結果に基づいて採用された場合の額です。

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（H19.4.1現在）
区　　分 経験年数10年 経験年数16年 経験年数20年

一 般
行 政 職

大学卒 245,360円 296,030円 330,700円

高校卒 198,800円 260,100円 276,900円

技 能
労 務 職

高校卒 ― 207,500円 223,100円

（注） 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数
です。

（１） 一般職員の勤務時間の状況（H19.4.1現在）
１週間の正規 
の 勤 務 時 間

１日の正規 
の勤務時間 始業 終業 休憩時間 週休日

40時間 ８時間 8：30 17：30 60分 土・日曜日

（注）　勤務所によっては、始業、終業、週休日が異なる場合があります。

（７）特別職の報酬等の状況（H19.4.1現在）
区　　分 給料、報酬等の月額

給
料

市 長
副 市 長

847,800円（10％減額後）
657,900円（10％減額後）

報
酬

議 長
副 議 長
議 員

447,500円（５％減額後）
363,900円（３％減額後）
340,500円（３％減額後）

期
末
手
当

市 長
副 市 長

（18年度支給割合）
3.35月分

議 長
副 議 長
議 員

（18年度支給割合）
3.35月分

退
職
手
当

市 長
副 市 長

（算定方式）
給料月額 × 在職月数 × 100分の46
給料月額 × 在職月数 × 100分の27

（支給時期）
任期毎に支給
任期毎に支給

（８） 職員手当の状況
区　分 大洲市 国

期末手当

勤勉手当

１人当たりの平均支給額（18年度）
1,473千円 ―

（18年度支給割合） （18年度支給割合）
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

3.0月分
（1.6）月分

1.45月分
（0.75）月分

3.0月分
（1.6）月分

1.45月分
（0.75）月分

（18年度支給割合） （18年度支給割合）
　　役職加算 ５～ 15％ 　　役職加算 ５～ 20％

　　管理職加算 10～ 25％
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　（　　） 内は、再任用職員に係る支給割合です。

区分 大洲市 国

退職手当
（平成19年4月1
日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.50月分 30.55月分 勤続20年 23.50月分 30.55月分
勤続25年 33.50月分 41.34月分 勤続25年 33.50月分 41.34月分
勤続35年 47.50月分 59.28月分 勤続35年 47.50月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置
　定年前早期退職特例措置（２～ 20％）
　1人当たり平均支給額　14,948千円

その他の加算措置
　定年前早期退職特例措置（２～ 20％）

（注）　 退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給さ
れた平均額です。

区分 内　　　　容
国の制度 
との異同

国の制度と異なる内容

扶養手当

配偶者13,000円、扶養親族
6,000円、配偶者のない職員の
扶養親族1人目 11,000円、扶養
親族でない配偶者を有する職
員の扶養親族1人目 6,500円。
一定の年齢の扶養親族1人に
つき5,000円を加算。

同

住居手当

借家居住者…家賃と12,000
円の差額が11,000円に達す
るまでその差額を支給（支
給限度額27,000円）持家居
住者…3,500円

異

持家居住者について
は、国が2,500円（取
得後５年間）に対し、
年数にかかわらず
3,500円を支給

通勤手当

通勤距離片道２㎞以上
　交通機関利用…普通運賃相当額

同

　交通用具利用

２㎞以上 …… 2,000円
５㎞以上 …… 4,100円
10㎞以上 …… 6,500円
15㎞以上 …… 8,900円
20㎞以上 …… 11,300円
25㎞以上 …… 13,700円

  ～  24,500円

（２） 主な特別休暇等
種　類 休暇の概要、取得の要件等 取得可能日数等

有
給
休
暇

年次
有給
休暇

1年につき20日（前年の繰越
日数の上限20日のため、最
高40日）

病気
休暇

負傷又は疾病のため医師の
診断により療養する必要が
ある場合

・ 公務災害・通勤災害の
場合は必要と認められ
る期間
・ 結核性疾患については、
１年、その他の負傷又
は疾病については90日
を超えない範囲内で必
要と認められる期間

特別
休暇

選挙権の行使、結婚、出産、
交通機関の事故その他の特別
の事由により職員が勤務しな
いことが相当である場合

主な休暇
公民権の行使、産前休暇、
産後休暇、忌引、結婚休暇、
夏期休暇など

公民権の行使：
　必要と認められる期間
産前休暇：
　 ８週間以内に出産する予
定の女性職員が申し出た
場合に出産の日まで
産後休暇：出産後８週間
忌引：父母の場合７日など
結婚休暇：連続する５日
夏期休暇：３日

無
給
休
暇

介護
休暇

負傷、疾病又は老齢により、
２週間以上にわたり日常生
活を営むのに支障があるも
のの介護をする場合

介護を必要とする一の連
続する状態ごとに、連続
する６月の期間内

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
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（３） 一般職員の年次有給休暇の取得状況
総付与日数

Ａ
総取得日数

Ｂ
全対象職員数

Ｃ
平均取得日数

Ｂ/Ｃ
消化率

Ｂ/Ａ
日

19,291
日

3,711.4
人

483
日

7.7
％

19.2
（注）　対象職員数は、教育委員会・病院等に勤務する職員を除いています。

（４） 育児休業及び部分休業の取得者数
育児休業取得者数 部分休業取得者数

人
20

人
－

17 －

（注）　 上段は、平成18年度に新たに育児休業を取得した者、下段は、平成17年度から平
成18年度にかけて引き続いている者の数

（１） 分限処分者数 （人）

処　　分　　事　　由
処分の種類

降任 免職 休職 降給

勤 務 実 績 が
良くない場合

地公法第 2 8条
第１項第１号

心 身 の
故 障 の 場 合

地公法第 2 8条
第１項第２号
第２項第１号

２

必要な適格性を
欠 く 場 合

地公法第 2 8条
第１項第３号

職制・定数の改
廃、予算の減少
により廃職・過
員を生じた場合

地公法第 2 8条
第１項第４号

刑事事件に関し
起訴された場合

地公法第 2 8条
第２項第２号

（２） 懲戒処分者数 （人）

処　　分　　事　　由
処分の種類

免職 停職 減給 戒告

法 令 に 違 反
し た 場 合

地公法第 2 9条
第１項第１号

２ １

職務上の義務に
違反し又は職
務を怠った場合

地公法第 2 9条
第１項第２号

全体の奉仕者たる
にふさわしくない非
行のあった場合

地公法第 2 9条
第１項第３号

（１） 服務規律の遵守に関する取組の状況
　 　通達の発出や各種研修を実施し、職員の服務規律の遵守に努め
ている。

（２） 病気休暇の取得状況 （人）

病気休暇
取得者数

期　　　　　　　　　間

32
１月未満 １月以上 ２月以上

24 4 4

（１） 研修の（実施）状況
研修区分 研修種別 研修内容等 研修期間（日）受験者（人）

自主研修

新規採用職員研修 2 6

階 層 別 研 修
部課長級研修 1 77

主 査 研 修 2 51

自己啓発研修 通 信 教 育 － 5

人権同和教育研修 － 全職員

特 別 研 修
交通安全法令講習 3 全職員

ＡＥＤ講習 2 53

保育士等研修 1 150

委託研修

自 治 大 学 校 67 1

市町村職員中央研修所 8～ 9 2

愛媛県研修所

市町課長研修 2 1

市町中堅職員研修 5 6

市町係長研修 4 4

専 門 研 修 2～ 3 3

社会教育主事研修 26 1

（２） 勤務成績の評定の状況
　 　所属長による部下職員の勤務実績の評定を年１回行い、昇任、
昇格、配置換等に活用している。

（１） 健康診断
一般定期健康診断受診者 380人

人間ドック受診者 342人

（2） 公務災害・通勤災害の認定状況
区　　　分 認定件数 災害の概要

公 務 災 害 1 骨折

通 勤 災 害 － －

（3） 福利厚生制度に係る負担
　　共済組合への負担金
　　　愛媛県市町村職員共済組合 ………… 802,636千円
　　　公立学校共済組合 ……………………… 35,209千円
　　愛媛県市町村職員互助会への負担金 …… 4,624千円

（１）制度の概要
　 　地方公務員法第８条第２項第１号及び大洲市職員の勤務条件に
関する措置の要求に関する規則に基づき、職員の給与、勤務時間
その他勤務条件に関する要求を審査、判定し、必要な措置を執る。

（２）種別、件数について…………該当なし

（１）制度の概要
　 　地方公務員法第８条第２項第２号及び大洲市職員の不利益処分
に関する審査に関する規則に基づき、職員に対する不利益な処分
について不服申立てに対する採決又は決定をする。

（２）種別、件数について…………該当なし

（１）制度の概要
　 　地方公務員法第８条第２項第３号に基づき、職員からの勤務条
件その他人事管理に関する苦情の申出及び相談に対し、助言等を
行うほか、関係当事者に対し、公平委員会の指揮監督の下に、指
導、あっせんその他の必要な措置を行う。

（２）種別、件数について…………該当なし  

４　職員の分限・懲戒処分の状況

５　職員の服務の状況

６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

７　職員の福祉及び利益の保護状況

８　勤務条件に関する措置の要求の状況

９　不利益処分に関する不服申立ての状況

１０　職員からの苦情の処理の状況
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